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1 2016（平成28年）

国　税／ 給与所得者の扶養控除等申告書の提出 
 本年最初の給与支払日の前日

国　税／ 報酬、料金、地代、家賃等の支払調書の提出
 2月1日

国　税／ 源泉徴収票の交付、提出 2月1日
国　税／ 12月分源泉所得税の納付 1月12日

（納期の特例を受けている事業所の7～12月
分は1月20日）

国　税／ 11月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 2月1日

国　税／ 5月決算法人の中間申告 2月1日
国　税／ 2月、5月、8月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 2月1日
地方税／ 固定資産税の償却資産に関する申告 2月1日
地方税／ 給与支払報告書の提出 2月1日
労　務／ 労働保険料の納付（第3期分） 2月1日

 （労働保険事務組合委託の場合2月15日まで）

　多国籍企業が、税制の隙間や抜け穴を利用
した国際的な節税策で税負担を軽減するこ
と。企業の経済活動の場所と異なる国で所得
計上するなど問題があることから、実際に企
業の経済活動が行われている国で課税できる
よう、日本をはじめOECD加盟各国は、国際
課税のルールの見直しに取り組んでいます。

ワンポイントＢＥＰＳ（税源浸食と利益移転）

1 月 の 税 務 と 労 務1月 （睦月）JANUARY

1日・元日　11日・成人の日

日 月 火 水 木 金 土

 

あ
け
ま
し
て

　
　

お
め
で
と
う　

　
　
　
　

ご
ざ
い
ま
す

 ・ 
 3 
10 
17 
24 
31 

 ・ 
 4 
11 
18 
25 
 ・ 

 ・ 
 5 
12 
19 
26 

 ・ 
 6 
13 
20 
27 

 ・ 
 7 
14 
21 
28 

 1 
 8 
15 
22 
29 

 2 
 9 
16 
23 
30 

 ・  ・  ・  ・  ・



1月号 ─ 2

１　
概
要
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　

会
社
経
営
に
と
っ
て
銀
行
と
の
取

引
は
預
金
、
支
払
、
借
入
、
手
形
割

引
、
情
報
収
集
な
ど
切
っ
て
も
切
れ

な
い
も
の
で
す
。
銀
行
の
仕
事
の
幅

が
広
が
っ
て
い
る
と
は
い
え
、
現
在

で
も
そ
の
柱
と
な
る
の
は
、「
預
金
」、

「
融
資
」、「
為
替
」の
三
つ
の
仕
事
で
、

こ
れ
を
「
銀
行
の
三
大
固
有
業
務
」

と
呼
ん
で
い
ま
す
。

　

普
段
、
私
た
ち
が
お
付
き
合
い
し

て
い
る
銀
行
に
は
、
大
き
く
分
け
て

二
つ
、「
普
通
銀
行
」
と
「
信
託
銀
行
」

が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
一
般
的
に
は

信
用
金
庫
も
同
じ
く
銀
行
と
呼
ぶ
こ

と
も
多
い
で
し
ょ
う
。

２　
銀
行
の
業
務
・
・
・
・
・
・
・
・

　

銀
行
の
業
務
に
は
、「
銀
行
の
三
大

固
有
業
務
」
の
他
に
銀
行
法
で
定
め

ら
れ
て
い
る
付
随
業
務
、
銀
行
法
に

定
め
の
な
い
周
辺
業
務
と
呼
ば
れ
る

も
の
が
そ
れ
ぞ
れ
あ
り
ま
す
。

⑴
　
銀
行
の
三
大
固
有
業
務（
本
業
）

①　

預
金

　

預
金
の
業
務
と
は
、
預
金
者
の

資
産
を
管
理
保
管
す
る
業
務
で

す
。
預
金
者
か
ら
信
用
を
受
け
て

お
金
を
預
か
る
と
こ
ろ
か
ら
、
受

信
業
務
と
も
い
い
ま
す
。
受
信
業

務
に
は
、
預
金
業
務
、
定
期
積
金

業
務
、
掛
金
業
務
な
ど
が
あ
り
ま

す
。

②　

融
資

　

融
資
の
業
務
は
、
企
業
や
個
人

に
資
金
を
融
資
す
る
業
務
で
す
。

融
資
先
に
信
用
を
与
え
る
と
こ
ろ

か
ら
、与
信
業
務
と
も
い
い
ま
す
。

与
信
業
務
に
は
、
貸
出
業
務
、
割

引
手
形
、
支
払
承
諾
業
務
、
貸
付

有
価
証
券
業
務
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

③　

為
替

　

為
替
の
業
務
と
は
、
振
込
や
送

金
で
債
権
や
債
務
の
決
済
を
行
う

業
務
の
こ
と
で
す
。
現
金
を
使
わ

ず
に
、
支
払
い
や
受
け
取
り
を
す

る
こ
と
が
で
き
、
こ
れ
を
決
済
業

務
と
呼
び
ま
す
。

⑵
　
付
随
業
務

　

付
随
業
務
に
は
、
債
務
保
証
、

手
形
引
受
け
、
社
債
の
募
集
・
委

託
等
の
一
七
の
業
務
（
銀
行
法

一
〇
条
二
項
）
が
あ
り
ま
す
。

⑶
　
周
辺
業
務

　

周
辺
業
務
と
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト

カ
ー
ド
、
リ
ー
ス
、
信
用
保
証
等

の
業
務
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。 

銀
行
法
に
定
め
の
な
い
周
辺
業
務

を
、
銀
行
は
直
接
営
む
こ
と
が
で

き
な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
子
会
社
な
ど
を
作

っ
て
間
接
的
に
業
務
提
供
を
行
っ

て
い
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。
証
券

業
務
や
保
険
業
務
の
分
野
に
も
進

出
が
始
ま
り
裾
野
が
広
が
っ
て
い

ま
す
。

３　
普
通
銀
行
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　

普
通
銀
行
は
、
概
ね
次
の
四
つ
に

分
か
れ
ま
す
。
組
織
と
し
て
は
株
式

会
社
に
な
り
、
準
拠
す
る
法
律
は
銀

行
法
で
す
。

⑴
　
都
市
銀
行

　

大
都
市
に
本
店
を
お
き
、
全
国

規
模
で
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
い
ま

す
。
経
営
統
合
な
ど
に
よ
り
、
現

在
は
、
み
ず
ほ
銀
行
、
三
菱
東
京

Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
、
三
井
住
友
銀
行
、

り
そ
な
銀
行
、埼
玉
り
そ
な
銀
行
、

企
業
向
け
の
サ
ー
ビ
ス
に
特
化
し

て
い
る
み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀

行
の
六
行
で
す
。

⑵
　
地
方
銀
行

　

地
方
都
市
に
本
店
を
お
き
、
地

元
の
企
業
や
住
民
、
行
政
機
関
な

ど
と
の
取
引
や
関
係
構
築
な
ど
を

通
じ
、
地
元
に
稠
密
な
営
業
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
を
張
っ
て
い
ま
す
。
横

浜
銀
行
、千
葉
銀
行
、静
岡
銀
行
、

京
都
銀
行
な
ど
。
全
国
地
方
銀
行

協
会
に
加
盟
す
る
六
四
行
で
す
。

預
金

為
替

融
資

銀行とは� その業務を
� みると…



3 ─ 1月号

⑶
　
第
二
地
方
銀
行

　

地
方
都
市
に
本
店
を
お
き
、
地

域
経
済
を
営
業
の
地
盤
と
し
て
い

る
点
は
地
方
銀
行
と
同
じ
で
す
が
、

も
と
も
と
相
互
銀
行
だ
っ
た
と
こ

ろ
が
多
い
の
が
特
徴
で
、
東
京
ス

タ
ー
銀
行
、
関
西
ア
ー
バ
ン
銀
行

な
ど
、
第
二
地
方
銀
行
協
会
に
加

盟
す
る
四
五
行
で
す
。

⑷
　
新
し
い
タ
イ
プ
の
銀
行

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
専
業
銀
行
な

ど
、
新
し
い
タ
イ
プ
の
銀
行
が
生

ま
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
か
つ
て

の
長
期
信
用
銀
行
が
、
名
称
を
変

え
個
人
向
け
の
サ
ー
ビ
ス
を
重
視

す
る
銀
行
と
し
て
生
ま
れ
変
わ
っ

て
お
り
、
こ
れ
ら
も
新
し
い
タ
イ

プ
の
銀
行
の
仲
間
と
い
え
そ
う
で

す
。新
生
銀
行
、あ
お
ぞ
ら
銀
行
、

ソ
ニ
ー
銀
行
、
イ
ー
バ
ン
ク
銀

行
、
ジ
ャ
パ
ン
ネ
ッ
ト
銀
行
、
セ

ブ
ン
銀
行
、
住
信
Ｓ
Ｂ
Ｉ
ネ
ッ
ト

銀
行
、
イ
オ
ン
銀
行
、
じ
ぶ
ん
銀

行
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
な
ど
で
す
。

４　
信
託
銀
行
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　

普
通
銀
行
の
業
務
は
「
銀
行
の
三

大
固
有
業
務
」
の
範
囲
で
す
が
、
信

託
銀
行
で
は
、
こ
の
「
銀
行
の
三
大

固
有
業
務
」
に
加
え
て
、「
信
託
業

務
」、
さ
ら
に
不
動
産
・
証
券
代
行
・

相
続
関
連
な
ど
の
「
併
営
業
務
」
を

行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

預
金
や
不
動
産
な
ど
財
産
を
多
く

持
っ
て
い
る
と
、
自
分
で
管
理
す
る

の
は
、
な
か
な
か
面
倒
で
す
。
そ
こ

で
、
そ
の
よ
う
な
企
業
や
個
人
か
ら

受
託
し
、
代
わ
り
に
財
産
の
管
理
や

運
用
な
ど
を
行
い
、
利
益
を
還
元
す

る
の
が
信
託
業
務
で
す
。

　

信
託
銀
行
は
信
託
報
酬
と
い
う
手

数
料
を
受
け
取
っ
て
行
い
ま
す
。
自

分
は
財
産
を
多
く
持
っ
て
い
る
わ
け

で
は
な
い
か
ら
、
信
託
銀
行
と
の
関

連
は
な
い
？
と
お
思
い
の
方
も
い
る

か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
実
は
そ
う
で

も
あ
り
ま
せ
ん
。

　

投
資
信
託
の
場
合
、
運
用
方
針
を

決
め
る
の
は
運
用
会
社
な
ど
で
す
が
、

実
際
に
お
金
を
管
理
し
て
株
式
な
ど

の
売
買
を
行
う
の
は
信
託
銀
行
で
す
。

つ
ま
り
投
資
信
託
を
買
っ
た
こ
と
が

あ
る
人
は
、
信
託
銀
行
に
信
託
報
酬

を
払
っ
て
い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
相
続
の
際
の
事
務
手
続
き

は
と
て
も
煩
雑
に
な
り
ま
す
。
信
託

銀
行
で
は
、
事
務
手
続
き
を
代
行
す

る
遺
言
信
託
な
ど
も
行
っ
て
い
ま
す
。

５　
信
用
金
庫
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　

信
用
金
庫
は
正
式
に
は
銀
行
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
業
務
内
容

は
普
通
銀
行
と
ほ
ぼ
同
じ
で
地
方
銀

行
よ
り
さ
ら
に
地
域
に
根
付
い
た
金

融
機
関
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。
大
き

な
違
い
と
し
て
は
そ
の
経
営
理
念
や

目
的
に
あ
り
ま
す
。

　

銀
行
は
、
株
式
会
社
で
あ
り
、
株

主
の
利
益
が
優
先
さ
れ
、
主
な
取
引

先
は
大
企
業
で
す
。
信
用
金
庫
は
、

地
域
の
利
用
者
（
預
金
者
）
が
出
資

者
と
な
り
互
い
に
地
域
の
繁
栄
を
図

る
相
互
扶
助
を
目
的
と
し
た
協
同
組

織
型
の
金
融
機
関
で
、
主
な
取
引
先

は
中
小
企
業
や
個
人
と
な
り
ま
す
。

利
益
第
一
主
義
で
は
な
く
、
利
用
者

す
な
わ
ち
地
域
社
会
の
利
益
が
優
先

さ
れ
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
営
業
地
域
は
一
定
の
地

域
に
限
定
さ
れ
て
お
り
、
預
か
っ
た

資
金
は
そ
の
地
域
の
発
展
に
生
か
さ

れ
て
い
る
点
も
銀
行
と
大
き
く
異
な

り
ま
す
。

　

ま
た
、
準
拠
す
る
法
律
も
異
な

り
、
信
用
金
庫
は
信
用
金
庫
法
に
基

づ
き
ま
す
。
信
用
金
庫
で
融
資
を
受

け
る
場
合
に
は
、
ま
ず
は
会
員
と
な

っ
て
、
出
資
金
を
支
払
う
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

ま
た
、
信
用
金
庫
の
会
員
に
な
る

に
は
地
区
内
に
居
住
し
て
い
る
こ
と

や
本
店
等
が
あ
る
こ
と
が
条
件
と
な

り
ま
す
。 

事
業
者
の
場
合
は
、
さ

ら
に
「
従
業
員
三
〇
〇
人
以
下
ま
た

は
資
本
金
九
億
円
以
下
の
事
業
者
」

が
融
資
対
象
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
中
小
企
業
の
み
取
引
が
可
能
と

な
っ
て
い
ま
す
。

６　
そ
の
他
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　

事
業
者
な
ど
お
金
を
借
り
ら
れ
て

い
る
方
か
ら
す
れ
ば
、
政
府
系
の
金

融
機
関
も
銀
行
と
捉
え
ら
れ
て
い
る

か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
特
に
法
律
を
制

定
す
る
こ
と
に
よ
り
特
殊
法
人
と
し

て
設
立
し
、
出
資
金
の
う
ち
の
多
く

（
ま
た
は
全
額
）
を
政
府
が
出
資
し

て
い
る
金
融
機
関
を
そ
の
よ
う
に
呼

び
ま
す
。

　

代
表
的
な
例
と
し
て
、
国
際
協
力

銀
行
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
、
日
本

政
策
金
融
公
庫
、
住
宅
金
融
支
援
機

構
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
、
企
業
や
個
人

に
直
接
・
間
接
的
に
融
資
を
行
っ
て

い
ま
す
。



1月号 ─ 4

　決算書というと損益計算書の方にばかり
目が行きがちですが、貸借対照表は企業の
財政状態を表す非常に重要なもので、損益
計算書よりある意味重要です。貸借対照表
も簡単でもいいので理解しておく必要があ
ります。
　貸借対照表をみてください。左側（借方）
は全て資産を表しています。会社がどのよ
うな資産をもっているかを表しているので
す。現預金、売掛金、受取手形、建物、土
地、機械装置…と順に並んでいます。単純
に見る場合には現金化し易いものから順に
並んでいると考えてください。下の方に行
くほど現金化しにくいものや、あるいは長
期的にあえて現金化しないものが記載され
ているはずです。
　次に右側（貸方）をみてください。これ
は左側（借方）にあった資産の調達方法を
表しています。まず上には負債があります。

これは「返さなければならない会社の借金」
を表します。いくらたくさん資産をもって
いてもこれが大きいと借金がたくさんあ
る、あるいは支払っていない代金がたくさ
んあることを表しています。
　負債の下には資本があります。これは「会
社を始めた時に投じたお金（投資家から集
めたお金）とこれまでの会社の利益の総計」
を表しています。この分に見合うだけの資
産が自力で手に入れている資産といっても
いいでしょう。資本は負債とは違って返さ
なくてもよいお金なのです。

　欠陥製品を製造・販売し、結果的に購入
者が損害を被った場合、業者に過失が無か
ったとしても、製造物責任法の規定により
原則として損害の賠償責任を負わなければ
なりません。実際に被害が出ていない場合
や確率的に低い問題であっても、実際に消
費者の被害が発生することで企業イメージ
がより大きく低下するリスクとなるため、
これらのリスクの回避を目的として、製造
者・販売者が自主的なリコール（製品の回
収・交換・返金など）を行うことも多くあ
ります。
　自動車など登録の必要がある製品の場合
には誰が所有しているかを特定することが
できるためユーザーへ直接情報発信し対策
を早急に行うことができますが、他の登録
の必要がない多数の製品の場合はどこの誰
が所有しているかがわからず、リコールの
対策が行き届くまで時間がかかってしまう
場合があります。

　

デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
と
い
う
言

葉
を
よ
く
耳
に
し
ま
す
が
、
具
体
的

に
は
ど
の
よ
う
な
意
味
な
の
で
し
ょ

う
か
？

　

一
言
で
言
え
ば
企
業
内
容
開
示
と

い
う
意
味
で
、
企
業
が
そ
の
利
害
関

係
者
に
自
ら
の
情
報
を
公
開
す
る
こ

と
を
指
し
ま
す
。
近
年
は
、
企
業
情

報
の
公
開
が
求
め
ら
れ
、
法
的
に
も

開
示
す
る
こ
と
を
強
制
さ
れ
て
い
る

分
野
が
あ
り
ま
す
。

　

財
務
諸
表
の
会
計
情
報
は
、
証
券

取
引
所
に
上
場
し
て
い
る
企
業
は
、

有
価
証
券
報
告
書
な
ど
の
形
で
株

主
・
投
資
家
へ
の
公
開
が
義
務
付
け

ら
れ
て
い
ま
す
。

　

最
近
で
は
会
計
情
報
だ
け
で
な
く
、

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
（
法
令
順
守
）

や
環
境
対
応
、
企
業
の
社
会
的
責
任

（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）
へ
の
取
り
組
み
な
ど
デ

ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
の
要
求
も
多
様

化
し
て
い
ま
す
。

貸借対照表
○○株式会社　×年×月×日

資産
負債

資本

貸借対照表

リコール
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
と
は
？


